
     

令和５年３月２０日 
事  務  連  絡 

 
各市区町村 住宅担当課 御中 
 

国土交通省住宅局住宅総合整備課 
 

市町村賃貸住宅供給促進計画と住生活基本計画の一体的な作成について（周知） 

 
平素より国土交通行政にご協力賜り厚く御礼申し上げます。 
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 19 年法律第 112 号）

第６条に規定する市町村賃貸住宅供給促進計画を含め、市町村が法令等に基づき策定する住

宅関係の計画については、「住生活基本計画（都道府県計画）の変更について」（令和３年６

月 30 日付け国住政第 20 号・国不土第 38 号）において、各法令等に定める所定の手続を踏

むことで、一の計画として策定して差し支えないこととしております。 
令和４年地方分権改革に関する提案募集を踏まえ、「令和４年の地方からの提案等に関する

対応方針」（令和４年 12 月 20 日閣議決定）において、市町村賃貸住宅供給促進計画について

は、政策的に関連の深い他の計画等と一体のものとして策定することによる、市町村の事務

負担の軽減に資するような方策について、市町村に令和４年度中に通知することとされまし

た。 
国土交通省では、令和４年に都道府県を対象とし、都道府県賃貸住宅供給促進計画及び住

生活基本計画の一体的な策定に関する実態調査を実施し、各都道府県より両計画を一体的に

策定する際の事務負担軽減に資する工夫について回答をいただきました。本調査の結果につ

いては、市町村賃貸住宅供給促進計画と住生活基本計画をはじめとする政策的に関連の深い

他の計画等を一体的に策定する際の参考となると考えられるため、添付のとおり周知させて

いただきます。各市町村におかれましては、今後の計画策定の参考としていただきますよう

お願い致します。 
 

以上 
 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

賃貸住宅供給促進計画と
住生活基本計画の一体的な策定に関する調査結果

国土交通省住宅局
住宅総合整備課

調査期間：令和４年10月５日～19日
調査対象：47都道府県

添付



①賃貸住宅供給促進計画の一体的策定の状況

住生活基本計画
と一体的に策定

（22）

どの計画とも一体的に策定せ
ず、賃貸住宅供給促進計画を

独立で策定
（22）

高齢者居住安定確保計画と
一体的に策定

（２）

・賃貸住宅供給促進計画について、住生活基本計画等と一体的に策定した地方公共団体が半数
を超えている。

※住生活基本計画以外の、他の住宅関係の
計画（マンション管理適正化推進計画、高
齢者居住安定確保計画）とも一体的に策定
した地方公共団体も存在。

賃貸住宅供給促進計画は策定していない
（１）

（ｎ＝47）

※
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②住生活基本計画と一体的に策定した理由（複数回答）
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その他

他の住宅関係の計画も住生活基本計画と一体的に策定

しているから

計画に基づく施策を一体的に進めることができるから

住宅関係の計画全体を把握しやすいから

事務の効率化を図ることができるから

・一体的に策定した理由として、「事務の効率化を図ることができる」、「住宅関係の計画全体を把
握しやすい」との回答が多数。

＜その他の回答＞
■内容の一部が重複するから（１件）

※ ①で「住生活基本計画と一体的に策定」と回答した２２の地方公共団体が回答 2
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その他

賃貸住宅供給促進計画独自の内容（供給目標等）を簡素化した

公営住宅とセーフティネット住宅の位置づけ（役割分担等）を明記

した

賃貸住宅供給促進計画で定めるべき事項と計画における記載箇所

の対応表を作成した

住生活基本計画の内の各所に賃貸住宅供給促進計画の要素を

それと分かるように明示して記載した

公営住宅とセーフティネット住宅の役割分担を考慮した供給目標量

設定とした

公営住宅の供給目標量とセーフティネット住宅の目標量を併記した

賃貸住宅供給促進計画の計画期間を住生活基本計画に合わせて

変更した

住宅確保要配慮者数などの現状等の記載は住生活基本計画と

共用した

住生活基本計画の中の１つの章（編、節）を賃貸住宅供給促進計画

とした

③一体的な策定において構成面で工夫した点（複数回答）

・構成面の工夫として、 「住生活基本計画の中の１つの章に賃貸住宅供給促進計画を位置付
け」 、「住宅確保要配慮者の数などの現状等の記載を共用」とのが多数。

＜その他の回答＞

■目次において各施策に対応する計画
を明示した（１件）

3※ ①で「住生活基本計画と一体的に策定」と回答した２２の地方公共団体が回答
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各計画の担当部署の職員で併任をかける等した

議会説明を一体的に実施した

有識者会議の委員を同じとした

居住支援協議会又は地域住宅協議会の意見聴取を一体的に実施した

計画策定にあたっての調査（任意）や作業委託を一体的に実施した

ホームページ等での公表を一体的に実施した

パブリックコメントを一体的に実施した

④一体的な策定において手続面で工夫した点（複数回答）

・事務負担の軽減のため、パブリックコメントや計画策定のための調査、意見聴取を一体的に
実施したといった回答が多数。

4※ ①で「住生活基本計画と一体的に策定」と回答した２２の地方公共団体が回答
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